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令和 4（2022）年度ズワイガニオホーツク海南部の資源評価 

 

水産研究・教育機構 水産資源研究所 水産資源研究センター 

参画機関：海洋生物環境研究所、漁業情報サービスセンター 

 
要       約 

本資源の資源状態について、調査船調査による漁獲対象資源（甲幅 90 mm 以上の雄）の

分布密度推定値を用いて評価した。本資源は日本水域とロシア水域に跨って分布し、日本水

域には生活史の一時期に来遊する。そのため、本資源では来遊量の年変動に配慮しながら漁

獲することが重要である。 

本資源は、主に沖合底びき網漁業により漁獲される。漁獲量は、1997 年漁期（1997 年 7

月～1998 年 6 月）の 436 トンから増加し、1999～2003 年漁期には 736～1,164 トンとなった

後、増減を繰り返しつつ、2021 年漁期には 107 トンとなった。沖底の狙い魚種は年代によ

って変化しており、それにともない努力量や CPUE は変化している。調査船調査による漁

獲対象資源（甲幅 90 mm 以上の雄）の分布密度推定値（資源量指標値）は、2004 年の 310 

kg/km2 から 2005 年の 101 kg/km2 へと大きく減少した後、増減を繰り返しながら次第に減少

し、2018 年に 5 kg/km2となった。2019 年に 43 kg/km2、2020 年には 52 kg/km2 へと増加した

が、2021 年には 11 kg/km2、2022 年は 16 kg/km2へと再び減少した。 

令和 2 年 11 月に開催された「資源管理方針に関する検討会」で取りまとめられ、水産政

策審議会を経て確定した本資源の資源管理基本方針では、資源量指標値（調査船調査による

漁獲対象資源の分布密度推定値）の 2003～2019 年漁期の最低値（5 kg/km2）が、維持または

回復させるべき目標とされた。2021 年漁期資源量指標値は 16 kg/km2 で、この目標水準を上

回った。 

 

 
資源量指標値

（kg/km2） 
説  明 

現状の値 

（2021 年漁期） 
16 2021 年漁期の値 

 

漁期年 漁獲量（トン） 

2017 438 

2018 804 

2019 237 

2020 103 

2021 107 

漁期年（7 月～翌年 6 月）での値。 

 

 

要

約
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1. データセット 

本件資源評価に使用したデータセットは以下のとおり 

本資源の漁期は 7 月～翌年 6 月である。 

 

2. 生態 

（1） 分布・回遊 

オホーツク海南西部におけるズワイガニの分布を、図 2-1（土門 1965 より作図）、図 2-2

に示す。ズワイガニは北海道のオホーツク海側からサハリン東岸の大陸棚および大陸斜面

上に連続的に分布しており、日本水域とロシア水域の間で季節移動している可能性が高い

が詳細は不明である。 

北海道区水産研究所がオホーツク海日本水域で実施したトロール調査の結果によると、

ズワイガニの分布水深は 100～300 m で、雌は 100～200 m、雄は 150～300 m と、雌雄で分

布水深が異なっていた（柳本 2002）。この分布水深は、日本海山陰沖の 180～500 m や大和

堆の 300～500 m、東北太平洋の 150～700 m より浅く、サハリン東岸やカムチャッカ半島西

岸（Slizkin 1989）およびベーリング海の大陸棚（Somerton 1981）とほぼ同様であった。 

 

（2） 年齢・成長 

ズワイガニには年齢を査定できる形質が見つかっていない。オホーツク海における齢期

（脱皮間隔）に関して、菅野（1975）により漁獲物の甲幅組成を利用した解析が試みられて

いるが、最終脱皮についての検討がなされていないため、漁獲サイズへの適用については問

題がある。調査船調査による観察では、春に脱皮後間もない甲が柔らかい個体が多く出現す

るので、脱皮時期は春と考えられるが、詳細は不明である。 

オホーツク海では寿命は不明だが、京都府沖に分布する日本海系群では 13～15 年と推定

されている。雌では 10 齢から 11 齢への脱皮を最後に成熟するが、雄では個体によって最終

脱皮を終える齢期が異なる（桑原ほか 1995）。 

1997 年 8 月にオホーツク海（日本水域）で、トロール調査により採集したズワイガニ標

本から推定した甲幅－体重関係は、以下のとおりであった。 

 

雌：W=2.51×C3.05×10-4 （未成熟および抱卵していない成熟個体） 

    W=9.20×C2.76×10-4 （抱卵している成熟個体） 

雄：W=4.02×C2.97×10-4 

ただし、W：体重（g）、C：甲幅（mm）。 

 

データセット 基礎情報、関係調査等 

漁獲量 

沖底 CPUE 

北海道沖合底びき網漁業漁獲成績報告書（水産庁） 

主要港漁業種類別水揚げ量（北海道） 

分布密度推定値 

（全体、漁獲対象資源） 

雌雄別甲幅組成 

オホーツク海底魚資源調査（4～6 月、水研、海生研） 

・着底トロール 

デ

ー
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（3） 成熟・産卵 

成熟（最終脱皮後）個体の判別は、雌では腹節の形状と抱卵の有無により、雄では甲幅と

ハサミ高さの関係から判断される。対象海域では、成熟個体の割合が 50 %以上となる甲幅

（以下「50 %成熟甲幅」という）は雌 63 mm、雄 106 mm で、これらの値は東北太平洋より

大きく、日本海より小さい（柳本 2003）。50 %成熟甲幅時の体重は、雌では未成熟個体が 77  

g、成熟個体が 85 g、雄では 416 g である。 

日本海西部における産卵期は、初産ガニは 8～11 月、経産ガニは 2～3 月とされているが

（上田ほか 2020）、オホーツク海における産卵期は、あかこ（未発達卵）、くろこ（発眼卵）

および孵化殻などの出現状況から 5～6 月頃と考えられる（菅野 1987、養松・柳本 2002）。

また、幼生の孵出は初産、経産ガニともに 5～6 月頃で、抱卵期間はほぼ 1 年である（養松・

柳本 2002）。オホーツク海における抱卵数は、2 万～12 万粒（菅野 1987）あるいは 4 万～

12 万粒（養松・柳本 2002）で、日本海より多い。産卵場は、少なくとも北見大和堆北西部

の水深 150～200 m の海底に存在が確認されているが（柳本 2003）、その他の産卵場につい

ては不明である。 

 

（4） 被捕食関係 

オホーツク海における食性は不明だが、日本海の若狭湾では底生生物が主体で、甲殻類、

魚類、イカ類、多毛類、貝類および棘皮動物など多様な餌生物を捕食している（安田 1967）。

本海域においてマダラやトゲカジカによるズワイガニの被食が確認されている。 

 

3. 漁業の状況 

（1） 漁業の概要 

オホーツク海においてズワイガニは、沖合底びき網漁業（以下「沖底」という）と刺し網

漁業で漁獲されている。近年の漁獲量は 100～900 トン程度となっている。 

渡辺（2001）によれば、オホーツク海におけるズワイガニ漁業は、1963 年に雄武町で、カ

ゴを用いて 4 隻で試験操業を開始し、翌年にはサハリンのタライカ湾沖まで漁場を拡大さ

せた。操業隻数は年々増加し、1967 年漁期には 24 隻で 1.6 万トンを漁獲した。1969 年漁期

からは日ソ漁業交渉により操業範囲、隻数、漁期および漁獲量が決められた。操業隻数は 35

隻まで増加し、1976 年漁期には漁獲量は 2.0 万トンに達した。その後、ソ連（現ロシア）の

漁業規制強化とともに漁獲割当量および漁獲量は減少し、1996 年漁期以降はロシア大陸棚

法の施行にともない、日本漁船への割当対象魚種から除外された。 

オホーツク海日本水域におけるズワイガニの漁獲は、主に沖底のオッタートロール漁船

とかけまわし漁船により行われているが、1980 年代中頃までは、その漁獲量は僅かなもの

であった。しかし、ロシアによるサハリン南東岸でのスケトウダラの漁獲規制強化による漁

獲量の落ち込み、日本水域内でのスケトウダラ漁獲量の減少にともなって、沖底は 1990 年

代初めには当海域においてズワイガニを集中的に漁獲するようになった（八吹 1998）。その

後 1990 年代半ばにかけて沖底によるズワイガニの漁獲量は急減し、以降、沖底はズワイガ

ニのほか、スケトウダラやマダラ、ホッケなどを狙った操業をしている。ズワイガニの水揚

げは、農林水産省令によって 10 月 16 日～翌年 6 月 15 日の期間に限られ、甲幅 90 mm 以上

の雄のみの漁獲が認められている。 
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漁業は 5～6 月の産卵期に北見大和堆北西部に密集したズワイガニを対象に行われており、

漁獲の大半はこの時期に集中している。漁獲対象資源のかなりの部分が、夏季には漁場外に

移動する可能性が指摘されている（柳本 2003）。 

沿岸漁業としては、網走漁協所属の漁船 3 隻（総トン数 20 トン未満）が、北見大和堆周

辺で底刺し網の操業を行っている。主な対象はアブラガニだが、ズワイガニも漁獲される。 

ズワイガニは日本水域からロシア水域にかけて連続的に分布しており、ロシア漁船も本

資源を漁獲しているが、その漁獲状況の詳細は不明である。 

 

（2） 漁獲量の推移 

オホーツク海日本水域における漁獲量（集計期間は 7 月～翌年 6 月の漁期年）は、1996

年漁期までは「かに類」として集計されているため、他のカニの漁獲量を含んでいる。しか

し、部分的な集計値や漁業関係者からの聞き取り情報等によると、漁獲物の大部分（97～

98 %）がズワイガニであったと推測される。1997 年漁期以降は、「ズワイガニ」として集計

されている。 

本資源の我が国における「かに類」の漁獲量は、1985 年漁期の 85 トンから次第に増加し

て 1992 年漁期には 5,428 トンに達したが、その後急激な減少に転じ、1996 年漁期には 1,027

トンとなった（図 3-1、表 3-1）。「ズワイガニ」の漁獲量は、1997 年漁期の 436 トンから増

加し、1999～2003 年漁期は 736～1,164 トン、増減を繰り返しながら減少して 2011 年漁期に

は 60 トンとなった。2015、2016 年漁期に漁獲量は増加してそれぞれ 905、885 トン、2021

年漁期には 107 トンであった。2015 年漁期以降の漁獲量の増加は、水産庁による漁業取締

りや違法漁具の押収等でズワイガニ漁場が広く使えるようになり、沖底によるズワイガニ

狙いの操業が増えたことが一因と考えられる。 

対象海域における沖底の狙い魚種は年代によって変化しており、スケトウダラの漁獲動

向をみると（濱津ほか 2022）、スケトウダラの漁獲が多い年代にはズワイガニの漁獲が少な

く、スケトウダラの漁獲が少ない年代にはズワイガニの漁獲が多い傾向が見られている。 

 本資源と関係が深いと考えられるサハリン東部水域におけるズワイガニ漁獲量は、世界

のズワイガニ流通量から見積もられたロシア水域全体におけるズワイガニの漁獲量（約 5 万

トン、東村 2013）とロシアの水域別 TAC のサハリン東部水域の全体に対する比率（数%～

20%）から、平均して数千トンを超えると推察される。したがって、分布域の南端部分にお

ける日本漁船による近年の漁獲量が資源に及ぼす影響は、大きくはないと考えられる。 

 

（3） 漁獲努力量 

ズワイガニ有漁網数（漁獲努力量）は、沖底のオッタートロール、かけまわしともに 1993

年漁期に最多となり、オッタートロールで 6,033 網、かけまわしで 9,667 網に達した（図 3-

2、表 3-2）。その後、漁獲努力量は急減、1997 年漁期以降は増減しながら減少傾向であった。

2011 年漁期にはオッタートロールで 291 網、かけまわしで 90 網となった後、かけまわしで

は 2016 年漁期まで、オッタートロールでは 2018 年漁期まで増加し、以後再び減少してい

る。2020 年漁期にはオッタートロールで 565 網、かけまわしで 28 網となった。なお、2021

年漁期の値は集計中のため示していない。 

漁獲努力量の増減に影響する可能性があるズワイガニの平均単価について、盛漁期の 5 月
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でみると、1980 年代終盤～1990 年代半ばまで 600～1,000 円/kg 程度であったものが、1990

年代終盤から 2014 年頃までは 300～600 円/kg 程度と単価の安い状態が続いていた。このこ

とから、2008～2012 年前後の漁獲努力量の低迷には、ズワイガニの単価が安かったことも

影響していたと思われる。2014 年以降、単価は上昇傾向にあり、今後の漁獲努力量の推移

については注視する必要がある。 

 

4. 資源の状況 

（1） 資源評価の方法 

本資源は日本水域とロシア水域に跨って分布し、日本水域は分布域の一部にすぎず、日本

水域には生活史の一時期に来遊する。そのため、日本水域における情報のみでは資源全体を

対象とした資源量の目標水準や限界水準を設定することは困難である。本資源の資源管理

基本方針では、我が国の漁船による漁獲の状況を踏まえて、日本水域への来遊量の年変動に

配慮しながら漁獲することが重要であるとされている。 

本資源の資源状態については、調査船調査による漁獲対象資源（甲幅 90 mm 以上の雄）

の分布密度推定値（資源量指標値）を用いて評価した。資源管理基本方針では、この資源量

指標値の 2003～2019 年漁期の最低値（5 kg/km2）が、維持または回復させるべき目標とさ

れている（補足資料 1、2）。 

 

（2） 資源量指標値の推移 

オッタートロールの CPUE は、1989 年漁期に 865 kg/網の最高値に達した後、減少傾向を

示し、1995 年漁期には 125 kg/網まで落ち込んだ（図 3-3、表 3-2）。その後、オッタートロ

ールの CPUE は増加して 1999 年漁期には 470 kg/網となったが、2000 年漁期以降再び減少

に転じ、2011 年漁期には 6 kg/網、2012 年漁期には 16 kg/網となった。2013 年漁期以降オッ

タートロールの CPUE は増加し、2018 年漁期に 418 kg/網となったが、2019 年漁期には 246 

kg/網、2020 年漁期には 145 kg/網へと減少した。 

かけまわしの CPUE もオッタートロールの CPUE の変動と似ており、1989 年漁期の 211 

kg/網から低下して、1995 年漁期に 24 kg/網となったが、急激に増加して 1999 年漁期には

260 kg/網となった（図 3-3、表 3-2）。その後、かけまわしの CPUE も再び低下に転じ、2009

～2012 年漁期には 5～9 kg/網となった。2013 年漁期以降はかけまわしの CPUE も増加し、

2015 年漁期に 191 kg/網となったが、再び減少して 2019 年漁期に 11 kg/網、2020 年漁期に

は 2 kg/網となった。 

調査船調査による分布密度推定値（全体）は、2004 年の 1,149 kg/km2 から 2005 年に 210 

kg/km2 へと減少したのち、次第に増加して 2010 年には 1,306 kg/km2 に達した（図 4-1、表 4-

1）。その後は減少傾向となり 2018 年には 8 kg/km2 となったが、2019 年に 50 kg/km2、2020

年には 169 kg/km2 へと増加した。2021、2022 年は再び減少して 19 kg/km2となった。漁獲対

象資源（甲幅 90 mm 以上の雄、資源量指標値）の分布密度は、2004 年の 310 kg/km2 から 2005

年の 101 kg/km2 へと大きく減少した後、増減を繰り返しながら次第に減少して 2018 年に 5 

kg/km2 となった。その後 2019 年に 43 kg/km2、2020 年には 52 kg/km2 へと増加した。2021、

2022 年には再び減少して、それぞれ 11、16 kg/km2 となった。直近 5 年間（2018～2022 年）

の資源量指標値の増減傾向から、資源動向は横ばいと判断した。 



  FRA-SA2022-SC05-05 

6 
 

 

（3） 資源量水準 

資源管理基本方針で定められた本資源の維持または回復させるべき目標は、資源量指標

値での 2003～2019 年漁期の最低値（5 kg/km2）である。2021 年漁期の資源量指標値（16 

kg/km2）は目標となる水準を上回った（図 4-2）。 

本資源は前述の通り日本水域とロシア水域に跨って分布し、日本水域だけの漁獲管理で

の資源の管理効果が不明であるため、現状では最大持続生産量の考え方に基づく管理規則

は適用できない。 

 

 

資源量 

指標値 

（kg/km2） 

説  明 

維持または回復させる

べき目標となる値 
5 

資源量指標値で 2003～2019 年漁期の最低値とされ

た値（5 kg/km2） 

現状の値 

（2021 年漁期） 
16 2021 年漁期の値 

 

（4） 調査船漁獲物の甲幅組成 

2017 年以降の春季調査船調査により得られた甲幅別平均分布密度の年変化を、雌雄別に

図 4-3 に示した。雌では甲幅 50～60 mm にモードが見られる年が多い。2017 年には甲幅 20

～40 mm の年級群が雌雄ともに目立っていたが、2018～2019 年にはこの年級群は不明確と

なった。また、2020 年には甲幅 30 mm 台の年級群、2021 年には甲幅 40～60 mm の年級群

が雌雄ともに目立っていたが、2022 年にはこの年級群は不明確となった。2022 年は甲幅 20 

mm 台の年級群が、雌雄ともに目立っていた。 

以上のように、甲幅組成の連続性は明確でない場合があり、また、跨り資源のため各年の

分布密度は海洋環境に影響されると考えられるので、甲幅組成を利用した資源予測は現状

では不確実性が高く、さらに継続した検討が必要である。 

 

5. その他 

本海域には漁獲対象とならない雌個体や甲幅 90 mm 未満の小型個体も分布しており、通

常の操業において混獲されている。これらを漁獲後直ちに海中に戻したとしても、全ての個

体が生残するとは限らない。資源を効果的に管理するためには、漁獲対象とはならない個体

が多く分布する地点での混獲を回避するなどの操業方法を検討する必要がある。 

また、本海域におけるズワイガニ分布域はロシア水域と連続していることから、資源評価

の精度を高めるためには、対象資源の分布域を広く扱う調査研究の進展が必要である。 

資源量に影響を及ぼす要因として、ベーリング海では捕食者であるマダラ等の資源変動

とズワイガニの変動が負の関係にあるという報告がある（Conners et al. 2002）。本海域でも、

マダラやカジカ類がズワイガニを捕食しており、捕食者の資源変動がズワイガニの資源に
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影響している可能性がある。また、東部ベーリング海においてズワイガニは、流氷（Somerton 

1982）、浮遊期における風力と風向（Rosenkrans et al. 1998）および海洋環境（Zheng and Kruse 

2000）により資源変動すると報告されている。本海域でも、季節により流氷や東樺太海流、

宗谷暖流など取り巻く環境は複雑であり、これらは資源の多寡や来遊の遅速に影響すると

考えられる（Hamatsu et al. 2018）。沖底による漁業の歴史がおよそ 30 年余りと浅く、資源を

取り巻く環境についての情報も限られるため、資源変動要因の解明は現状では難しいが、適

切な資源管理のためには、正確な漁業情報の収集とともに調査船を用いた分布密度推定を

継続し、データの蓄積を図ることが必要である。 
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図 2-1. ズワイガニオホーツク海南部の分布 

  土門（1965）より作図。 

 

 

 

図 2-2. ズワイガニオホーツク海南部の分布域と想定される海域における生活史 
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図 3-1. 漁獲量の推移 

（漁期年：7 月～翌年 6 月、沖底については 1996 年漁期までは「かに類」として 

集計、2021 年漁期は暫定値） 

 

 

図 3-2. オホーツク海日本水域における沖底の漁獲努力量（ズワイガニの有漁網数）の推移 

（漁期年：7 月～翌年 6 月、1996 年漁期までは「かに類」として集計） 
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図 3-3. オホーツク海日本水域における沖底の CPUE の推移 

（漁期年：7 月～翌年 6 月、1996 年漁期までは「かに類」として集計） 
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図 4-1. 2004～2022 年のオホーツク海におけるズワイガニの分布密度推定値の推移 

（縦棒は 95 %信頼区間、ただし 2014 年の信頼区間は海氷の影響で十分な曳網数が確保 

できなかった水域をのぞいて算出した） 
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図 4-2. 資源量指標値の推移と目標水準 

青破線は資源管理基本方針で定められた目標水準を示す。 
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図 4-3. ズワイガニオホーツク海南部の雌雄別甲幅組成（2017～2022 年の春季調査結果） 
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表 3-1. オホーツク海日本水域におけるズワイガニの漁獲量の推移（トン、漁期年集計） 

オッターとかけまわしは北海道沖合底びき網漁業漁場別漁獲統計、沿岸漁業は漁場別漁獲

状況調査（北海道漁業生産高統計）による（2021 年漁期の漁獲量は TAC 速報値）。 

漁期年は 7 月～翌 6 月。沖底の漁獲量は 1996 年漁期まで「かに類」として集計されている。 

集計範囲：沖底は中海区オコック沿岸（ロシア水域は含まない）、沿岸漁業は猿払村～斜里

町ウトロまで。 

 

  

漁期年 合計 沖底（オッター） 沖底（かけまわし） 沿岸漁業

1985 85 73 12 0
1986 1,125 126 80 920
1987 245 133 112 0
1988 1,101 203 255 643
1989 1,463 957 501 4
1990 2,871 1,292 952 626
1991 3,805 1,805 1,256 745
1992 5,428 3,308 1,477 643
1993 3,987 2,240 1,274 473
1994 2,403 1,395 390 618
1995 1,122 519 64 540
1996 1,027 527 152 349
1997 436 262 160 14
1998 648 449 168 31
1999 1,164 797 314 53
2000 940 641 204 95
2001 996 802 69 125
2002 736 618 9 109
2003 924 798 3 123
2004 353 225 4 124
2005 433 327 6 100
2006 443 268 78 97
2007 282 194 3 85
2008 230 103 5 122
2009 124 39 0 85
2010 148 24 0 124
2011 60 2 1 57
2012 119 16 0 103
2013 322 184 67 71
2014 332 200 52 80
2015 905 509 301 94
2016 885 558 266 61
2017 438 320 98 20
2018 804 714 34 56
2019 237 221 3 13
2020 103 95 0 7
2021 107 100 0 7
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表 3-2. オホーツク海日本水域における沖底のズワイガニの漁獲努力量と CPUE の推移 

 

漁期年は 7 月～翌 6 月。1996 年漁期まで「かに類」として集計されている。 

 

 

 

　

漁期年 オッター かけまわし オッター かけまわし

1985 259 274 283 43
1986 677 1,094 186 73
1987 238 1,693 558 66
1988 543 2,767 374 92
1989 1,107 2,374 865 211
1990 1,735 7,053 745 135
1991 3,807 6,694 474 188
1992 5,428 7,452 610 198
1993 6,033 9,667 371 132
1994 5,095 5,500 274 71
1995 4,162 2,703 125 24
1996 2,419 1,607 218 95
1997 1,114 1,302 235 123
1998 1,293 1,217 348 138
1999 1,698 1,210 470 260
2000 1,944 1,964 330 104
2001 2,672 1,027 300 67
2002 2,140 428 289 21
2003 3,366 805 237 3
2004 1,344 309 168 13
2005 1,654 753 198 7
2006 2,046 686 128 114
2007 1,525 55 127 55
2008 1,035 173 100 27
2009 579 24 67 9
2010 659 28 36 8
2011 291 90 6 8
2012 962 76 16 5
2013 1,130 1,048 163 64
2014 1,175 1,071 179 48
2015 1,595 1,577 320 191
2016 1,350 1,590 414 167
2017 1,337 845 239 116
2018 1,709 466 418 73
2019 901 274 246 11
2020 565 28 169 11

漁獲努力量（有漁網数） CPUE（kg/網）
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表4-1. 春季の調査船調査による分布密度推定値と漁期年ごとの漁獲量の推移 

 

調査年 
分布密度推定値（kg/km2）1 

漁期年2 
漁獲量 

全体 漁獲対象 （トン） 

2004 1,149 310 2003 924 

2005 210 101 2004 353 

2006 446 192 2005 433 

2007 808 267 2006 443 

2008 914 139 2007 282 

2009 738 201 2008 230 

2010 1,306 220 2009 124 

2011 751 109 2010 148 

2012 572 124 2011 60 

2013 588 161 2012 119 

2014 701 142 2013 322 

2015 133 84 2014 332 

2016 42 34 2015 905 

2017 25 18 2016 885 

2018 8 5 2017 438 

2019 50 43 2018 804 

2020 169 52 2019 237 

2021 19 11 2020 103 

2022 19 16 2021 107 
1：漁獲効率=1を仮定、2：漁期年は7月～翌年6月。 
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補足資料 1 資源評価の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

※本資源で使用可能なデータは、資源の分布範囲の一部である日本漁船の操業水域の情報

に限られる。この情報は日本漁船の操業水域への来遊状況やそれに対応した漁獲状況の影

響を強く受けるものであり、資源全体の動向を捉えることは困難である。跨り資源であるこ

と、および日本漁業のみによる管理効果は限定的と想定されることを考慮すると、新漁業法

に則した漁獲管理規則の基となる管理基準値の設定は困難と考えられる（詳細は令和 2

（2020）年度ズワイガニオホーツク海南部の管理基準値等に関する研究機関会議資料参照）。 

 

 

 

  

跨り資源としての特性を考慮すると「令和4（2022）年度 漁獲管理規則およびABC算定

のための基本指針」に基づく管理基準値の設定は妥当ではない※     

資源量指標値（調査船調査による漁獲対象資源の分布密度推定値）、漁獲量 

2021年漁期の来遊資源の水準を算出 

資源管理基本方針で定められた「維持または回復させるべき目標となる値」を基準に現

状評価 
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補足資料 2 オホーツク海底魚資源調査（4～6 月） 

 

調査船による魚群分布調査は、調査海域を水深と水平位置により5つのブロックに分け、

各ブロックに3～11点設定した調査点で30分間のトロール曳網を行い、面積密度法により平

均分布密度を推定した（補足図2-1）。トロール網の漁獲効率は1と仮定した。曳網面積算出

に用いる袖先間隔について、2008～2019年は、曳網開始直後の網の開口が十分でない時点で

の計測に起因する推定値のばらつきが確認されている。これを解消するため、2008～2019年

については各年の曳網面積の平均値が一定となるように、袖先間隔を正確に測定した2007

年調査の値を基準として係数調整した。 

2004年から開始した春季（4～6月）調査は、産卵のため日本水域内の産卵場に集群した個

体を対象として調査できることから、調査による分布密度推定値（全体、および漁獲対象部

分）を評価に用いた。ただし、分布密度は、ズワイガニの漁場への来遊状況の年変動により

影響を受ける可能性が大きい。従って調査結果のみでなく、沖底CPUEの変動とあわせて、

資源状態を判断する必要がある。また、調査海域が資源分布域の一部に限定されており、調

査点数も限定的であることから資源量への引き延ばしは行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足図 2-1. オホーツク海底魚資源調査の調査海域 

（ズワイガニの分布域である海域 A～E における分布密度を算出） 
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